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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 92,541 △6.5 2,626 △23.7 2,656 △23.6 1,085 △35.8
20年3月期 98,958 0.8 3,440 8.7 3,475 9.5 1,689 11.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 56.66 ― 7.4 6.5 2.8
20年3月期 84.31 84.07 11.4 8.4 3.5

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 38,389 14,357 37.4 790.04
20年3月期 43,221 14,915 34.5 765.41

（参考） 自己資本   21年3月期  14,357百万円 20年3月期  14,915百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 2,079 △411 △2,004 7,553
20年3月期 4,277 △6 △639 7,888

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 14.00 ― 14.00 28.00 553 33.2 3.8
21年3月期 ― 15.00 ― 15.00 30.00 563 52.9 3.9
22年3月期 

（予想） ― 15.00 ― 15.00 30.00 47.4

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

44,000 △8.8 1,000 △29.6 1,000 △30.6 480 △23.7 26.41

通期 93,000 0.5 2,500 △4.8 2,500 △5.9 1,150 6.0 63.28



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、20ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」及び24ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、32ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 19,711,543株 20年3月期 21,711,543株
② 期末自己株式数 21年3月期  1,537,899株 20年3月期  2,224,205株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 2,444 27.4 1,656 28.3 1,640 27.7 1,386 27.1
20年3月期 1,918 32.4 1,291 40.6 1,284 43.6 1,090 39.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 72.39 ―
20年3月期 54.44 54.28

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 21,128 12,059 57.1 663.58
20年3月期 21,142 12,264 58.0 629.35

（参考） 自己資本 21年3月期  12,059百万円 20年3月期  12,264百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的と判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 



①当期の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題を背景とした世界的な金融危

機が実体経済にも深刻な影響を与え、景気の急激な後退が鮮明となりました。当グループが属する情報

サービス産業においては、企業収益が大きく悪化するなか、ＩＴ投資の抑制や先送りを行う企業が増加

するなど、ビジネス環境はかつてないほど厳しい状況で推移しました。 

このような事業環境のもと、当グループは当連結会計年度の方針を「強みの創造」とし、他社に負け

ない「強み」を保有するべく継続的な変革を進めてまいりました。具体的には、グループの製品開発力

を強化し、独自の特色のある製品をお客様へご提供し、ビジネスの一層の拡大を図るため、平成20年４

月１日をもって連結子会社である日本ビジネスコンピューター株式会社のソフトウェア事業部門と先進

技術部門を連結子会社であるＪＢアドバンスト・テクノロジー株式会社に統合いたしました。 

また、グループのパートナー戦略を強化することを目的として、連結子会社でシステム・ディストリ

ビューション事業を行う株式会社イグアスと、同じく連結子会社でＩＴサプライ事業を行うサプライバ

ンク株式会社とを平成20年10月１日付で経営統合いたしました。新生イグアスは、スケールメリットを

活かした競争力のある商品・サービスをお客様へ提供する体制を整えました。あわせて、間接部門の集

約化による経営基盤の強化等を図っております。 

平成20年11月には、グループのグローバル展開の第一歩として、中華人民共和国大連市に捷報（大

連）信息技術有限公司を設立いたしました。同社は今後、現地の日系企業や中国企業のＩＴシステムに

ついて、構築・運用を全面的に支援してまいります。 

さらに、情報ソリューション事業を行っている日本ビジネスコンピューター株式会社、ＪＢエンター

プライズソリューション株式会社（平成21年４月１日付でＮＳＩＳＳ株式会社より社名変更）、ＪＢサ

ービス株式会社の三社間において、重複した事業を再編成するとともに、各社の特長を活かした得意分

野に特化した活動を行うべく、平成21年４月１日をもって事業再編を行いました。これにより、日本ビ

ジネスコンピューター株式会社は中堅中小企業のお客様、ＪＢエンタープライズソリューション株式会

社は大企業のお客様と、それぞれが得意とするお客様層に特化したソリューションをご提供してまいり

ます。また、ＪＢサービス株式会社においては、これまで以上に競争力のあるサービスを展開できる体

制を整えております。 

財務面におきましては、資本効率の向上を図るとともに、経営環境の変化に対応した機動的な資本政

策の遂行を可能にするため、当連結会計年度においても自己株式の取得を積極的に行い、1,313,200株

を市場買付により取得いたしました。これを踏まえ、平成20年５月20日と平成21年２月９日にあわせて

2,000,000株の自己株式の消却を行いました。 

  

当連結会計年度における事業分野別の状況は、以下の通りです。 

［情報ソリューション］ 

ハードウェア価格が下落したことなどから、サーバーやソフトウェアといったシステム製品の売上が

減少しました。加えて、第３四半期以降につきましては、企業収益の悪化からＩＴ投資を削減するお客

様が増加したことにより、案件数の減少および案件規模の縮小が大きく影響した結果、売上高は622億

93百万円（前期比10.5％減）となりました。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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［システム・ディストリビューション］ 

ビジネスパートナー様の新規開拓を進めるとともに、既存のビジネスパートナー様についても、取引

高・取引商品数を拡大していただけるよう、問い合わせや見積りの窓口の機能を一層強化し、ビジネス

パートナー様の満足度の向上に向けた支援体制を整えました。こうしたなか、前連結会計年度から取引

を開始した新規ビジネスパートナー様との取引が拡大したことから、「ＩＢＭ ＰｏｗｅｒＳｙｓｔｅ

ｍｓ」（ＵＮＩＸサーバー）とそれに関連するソフトウェアの販売が好調に推移した結果、売上高は

140億53百万円（前期比20.8％増）となりました。 

  

［ＩＴサプライ］ 

当連結会計年度はとりわけ、Ｗｅｂによる集中購買および購買代行ビジネスを積極的に推進し、成長

への足固めをいたしました。しかしながら、お客様の経費削減意識の一層の高まりからオフィス文具用

品やプリンターサプライ等の販売が伸び悩んだ結果、売上高は113億76百万円（前期比0.4％減）となり

ました 

  

［製品開発製造］ 

お客様のニーズを活かした製品開発を進め、当連結会計年度では情報連携ソリューション

「SystemWebService 2.0」や意思決定ソリューション「WebReport2.0分析くん」などを販売開始するな

ど、製品ラインアップの拡充を図りました。しかしながら、ＯＥＭ先に供給しているプリンターを中心

に販売が伸び悩んだ結果、売上高は48億17百万円（前期比23.2％減）となりました。 

  

以上の結果、当連結会計年度の連結業績は、売上高925億41百万円（前期比6.5％減）、営業利益26億

26百万円（前期比23.7％減）、経常利益26億56百万円（前期比23.6％減）となり、連結子会社の取引先

の破綻に伴い貸倒引当金繰入額２億16百万円を特別損失に計上したことなどから、当期純利益は10億85

百万円（前期比35.8％減）となりました。 

  

②次期の見通し 

次期につきましては、急激に悪化した経済活動に底入れ期待が見られる一方で、依然として先行きの

不確実性は強く、不透明な状況にあります。情報サービス産業におきましても、多くの企業でＩＴ投資

に対する意欲が低調に推移すると予測されることから、引き続き厳しいビジネス環境になると思われま

す。 

このような厳しいビジネス環境のもと、当グループは、次期の方針を「信頼」とし、改めてお客様と

の信頼関係を大切にし、基本を踏まえて着実に企業活動を行ってまいります。また、グループベースで

の業務改革を推進することにより、生産性の向上および費用構造の見直しによる収益性の向上等、グル

ープ力の発揮に向けた取り組みを進めてまいります。 

事業分野別に見ますと、情報ソリューション分野におきましては、コスト削減や「経営の見える化」

などのお客様の経営課題の解決に具体的に貢献できるソリューションやサービスを提供してまいりま

す。また、景気に左右されない持続的な成長が可能な強い事業構造となるべく、ストックビジネスの拡

大にも注力してまいります。 

システム・ディストリビューション分野におきましては、引き続き、新規チャネルの開拓および既存

チャネルの拡大に努めるとともに、従来から得意としている「ＩＢＭ Ｓｙｓｔｅｍ ｉ」に加え、オ
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ープン系のサーバーについても強化するべく、取り組んでまいります。 

ＩＴサプライ分野におきましては、好調に推移している卸売ビジネスに加え、Ｗｅｂによる集中購買

および購買代行ビジネスを積極的に推進してまいります。また、新商品の開発を含めた品揃えの強化・

拡充に向けた取り組みも進めてまいります。 

製品開発製造分野におきましては、当グループの特色のあるソフトウェアである「ＪＢソフトウェ

ア」やプリンターの機能強化・ラインアップの拡充を図ります。また、引き続きグループ企業との協業

によるビジネスの一層の拡大を図るととともに、独自に開拓したお客様に対するビジネスの強化・拡大

に努めてまいります。 

以上を踏まえ、次期の見通しにつきましては、売上高930億円（前期比0.5％増）、営業利益25億円

（前期比4.8％減）経常利益25億円（前期比5.9％減）、当期純利益11億50百万円（前期比6.0％増）を

見込んでおります。 

  

なお、上記業績予想は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基

づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

  

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度に

比べ３億35百万円減少し、75億53百万円となりました。  

各キャッシュ・フローの増減状況とそれらの主要因は、以下の通りであります。 

  

［営業活動によるキャッシュ・フロー］ 

営業活動による資金の増加は20億79百万円（前期は42億77百万円の増加）となりました。増加要因と

しては、主に税金等調整前当期純利益22億54百万円、売上債権の減少38億57百万円、減少要因として

は、主に仕入債務の減少33億51百万円、法人税等の支払い18億45百万円によるものです。 

  

［投資活動によるキャッシュ・フロー］ 

投資活動による資金の減少は４億11百万円（前期は６百万円の減少）となりました。増加要因として

は、主に敷金及び保証金の回収２億４百万円、減少要因としては、主に敷金及び保証金の差入１億77百

万円および投資有価証券の取得２億97百万円によるものです。 

  

［財務活動によるキャッシュ・フロー］ 

財務活動による資金の減少は20億４百万円（前期は６億39百万円の減少）となりました。増加要因と

しては、主に短期借入による収入３億58百万円、減少要因としては、主に短期借入金の返済８億12百万

円、自己株式の取得９億45百万円および配当金の支払い５億63百万円によるものです。 

  

(2) 財政状態に関する分析
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
（注）上記指標の計算式は、下記の通りであります。 

自己資本比率： 自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率： 株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 
※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
※ 株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 
※ 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としていま 
  す。 

  

①剰余金の配当等の決定に関する方針 

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題のひとつと位置付けております。剰余金の配当に

つきましては、経営体質の強化と将来のグループ全体としての事業展開を考慮しつつ、株主の皆様へ安

定的かつ継続的な配当を行うことを基本方針としております。中期的な目標といたしましては、配当性

向にも十分配慮する一方、利益水準を向上させていく中で、純資産配当率（ＤＯＥ）が５％に達するこ

とを目標といたしております。 

また、自己株式の取得につきましても、株主の皆様への有効な利益還元のひとつと考えており、株価

の動向や財務状況等を考慮しつつ実施してまいります。 

  

②剰余金の配当の状況 

平成21年３月31日を基準日とする剰余金の配当につきましては、１株当たり15円を配当することを決

議いたしました。平成20年９月30日を基準日とする剰余金の配当につきましては、１株当たり15円を配

当いたしておりますので、これらを合わせた当期の年間配当は１株当たり30円となり、前期と比べ１株

当たり２円の増配となります。 

次期の剰余金の配当につきましては、９月30日および３月31日を基準日とする２回、それぞれ１株あ

たり15円を予定しており、年間配当は30円を予定いたしております。 

  

当グループの経営成績や財政状態に影響を及ぼす可能性のある代表的なリスクには、次のようなもの

が考えられます。なお、文中における将来に関する事項は、本決算短信提出日現在において当社が判断

したものであります。 

  

①情報漏洩について 

当グループは、お客様の情報システム等に関するコンサルティングからシステム開発、運用、保守サ

ービスにいたるまでトータルなＩＴサービスをご提供しております。このＩＴサービスをご提供するに

あたり、お客様が保有する個人情報や情報システムに関する情報等の各種機密情報を知り得る場合があ

平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

自己資本比率 40.5% 35.3% 37.2% 34.5% 37.4%

時価ベースの自己資本比率 44.5% 60.2% 64.3% 35.2% 27.3%

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

0.1 2.1 0.0 0.4 0.6

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

217.9 154.3 201.7 233.1 114.0

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク
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ります。これらの機密情報が、コンピューターウィルス、不正アクセス、人為的過失等により外部へ

の漏洩が発生した場合、業績に影響があるだけでなく、当グループの信頼を失う可能性があります。  

このような情報セキュリティリスクを回避するため、当グループでは、お客様情報を含む当グループ

の機密情報をあらゆる脅威から保護するために必要となる管理の基本方針として「ＪＢグループ情報セ

キュリティポリシー」を策定し、情報セキュリティに関する意識の向上に努めております。また、社内

の情報システムに適切なアクセス権限の設定を行うなど物理的なセキュリティ対策を行うとともに、グ

ループ社員から業務委託先の社員にいたるまで情報セキュリティに関する教育・研修を実施するなど、

情報管理の徹底を図っております。 

  

②不採算案件について 

当グループは、お客様の情報システムの開発を行っておりますが、お客様のご要望が高度化・複雑化

したこと、あるいは開発段階でのシステム要件の変更などにより、当初の見積り以上に作業工数が増加

し、追加費用が発生する可能性があります。 

 このような不採算案件リスクを回避するため、見積り段階において審査会議を開催することに加え、

案件の規模によっては、連結子会社社長の決裁だけでなく、持株会社である当社の社長による決裁を義

務付けるなど、グループとして不採算案件の発生を防止するよう努めております。また、教育研修等を

通じてプロジェクトを管理するプロジェクトマネージャーのスキルの向上や各種品質マネジメントシス

テムの整備など、受注後におけるプロジェクト管理を適切に行える体制を整えております。 

  

③売掛債権の貸倒について 

当グループは、中堅中小企業のお客様から大企業のお客様まで多くのお客様へ製品やサービスをご提

供しておりますが、取引の多くについては、代金回収が事後となるため、お客様の業績の悪化により債

権の回収遅延や回収困難となる場合があります。 

 このような貸倒リスクを回避し、債権の回収遅延あるいは回収困難の影響を最小限に抑えるため、連

結子会社であるＣ＆Ｃビジネスサービス株式会社の財務部門が中心となり、与信管理の強化を図ってお

ります。 
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当グループは、純粋持株会社である当社、連結子会社12社および関連会社1社により構成されてお

り、お客様（企業）の情報システム、ネットワーク及び情報セキュリティに関するコンサルティングか

ら、企画・構築・導入・運用・保守サービスにいたるまで、トータルなＩＴサービスを全国において展

開しております。 

平成20年10月１日には、グループのパートナー戦略を一層強化するため、連結子会社である株式会社

イグアスとサプライバンク株式会社を経営統合いたしました。 

 当グループの事業分野の区分および平成21年３月31日現在の事業系統図は以下のとおりとなっており

ます。 

  

（事業分野） 

 
  

2. 企業集団の状況

事業分野名 内容

情報ソリューション

ソリューション・プロバイダーとして、ＩＴ活用に関するトータ
ル・サービス（コンサルティング、アプリケーション開発、システ
ム・インテグレーション、運用、保守、監視、アウトソーシング
等）を行っております。

システム・ディストリビューシ
ョン

付加価値ディストリビューターとして、情報機器（サーバー、パソ
コン、プリンター等）、ソフトウェア、サービス等のパートナー企
業様への卸売りを行っております。

ＩＴサプライ
Webを活用しＩＴサプライからオフィス文具用品にいたるまで、企
業様向けにサプライ品を販売するとともに、情報技術の活用による
調達代行を行っております。

製品開発製造
ワークステーション・プリンター及び周辺情報機器の開発・生産・
販売、ならびにプリンティング・ソリューション、セキュリティ・
ソリューションの提供を行っております。
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（事業系統図） 

 

  

(注) １ ＮＳＩＳＳ株式会社は、平成21年４月１日をもってＪＢエンタープライズソリューション株式会社に社名変

更いたしました。 

２ 捷報（大連）信息技術有限公司は、平成20年11月11日をもって設立いたしました。 

３ 株式会社アプティは、平成20年４月１日をもってＪＢアドバンスト・テクノロジー株式会社に社名変更いた

しました。 

４ ジェイ・ビー・ディー・ケー株式会社は、当連結会計年度において清算完了したため、連結子会社から除外

しております。 

５ サプライバンク株式会社は、当社の連結子会社である株式会社イグアスに吸収合併されたため、連結子会社

から除外しております。 

６ 関西データサービス株式会社は、平成13年10月１日より事業活動を休止しておりますので、上記事業系統図

からは除外しております。 

７ 関連会社のアイマガジン株式会社は、当期純利益および利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持分法の適用から除外していることから、上記事業系統図からは除外しており

ます。 
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当グループは、経営理念において『「ＩＴの可能性を経営の可能性に」を実現するベスト・サービス

カンパニー』をビジョンとして掲げております。グループ経営方針は、１）透明性の高いグループ経

営、２）企業価値の増大、３）日本のＩＴ活用促進に貢献、の３項目とし、ステークホルダー（お客

様、株主、お取引先、社員、社会等）に対して、常に最高の価値を提供し、企業価値を継続的に向上で

きるよう努力しております。 

行動規範として、「自らマインド」、すなわち、自らベストを考え、自ら行動をおこすということを

基本にすえるとともに、「ＪＢグループ行動基準」を制定し、行動の規範としております。 

これらの経営方針の実行を通じて、『「ＩＴの可能性を経営の可能性に」を実現するベスト・サービ

スカンパニー』として広く社会的に認識される存在感のある企業グループとなることを目指しておりま

す。 

  

当グループは、高収益企業体質の実現を目指しており、売上高経常利益率及び１株当たり当期純利益

（ＥＰＳ）を重視しております。加えて、株主資本の効率的運用により継続的に投資効率の高い経営を

目指すため自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）もまた重要な経営指標と考えております。 

また、株主の皆様に対しましては、純資産配当率（ＤＯＥ）を１つの指標としております。 

  

当グループといたしましては、安定的な収益確保と持続的な成長を続けることのできる企業体質の実

現を目指しております。そのため、コスト構造改革を進めるとともに、お客様に真にご満足いただける

ソリューションを提供することにより、付加価値の高いビジネスの拡大・推進を行ってまいります。 

とりわけ、企業としての成長については、システム機器やソフトウェア等の付加価値型ディストリビ

ューション分野（システム・ディストリビューション分野）およびＩＴサプライ分野を中心に規模の拡

大を図ってまいります。また、収益性につきましては、情報ソリューション分野および製品開発製造分

野を中心に事業構造の変革を進め、収益力の向上を図ってまいります。 

  

当グループが、経営理念に掲げる「ベスト・サービスカンパニー」を目指すために、今後対処すべき

主要な課題は、以下のとおりと考えております。 

  

①グループ力の発揮 

当グループは、平成18年４月１日をもって純粋持株会社体制へ移行しております。これにより、グ

ループの経営資源の活用や各社の得意技を活かしたグループ協業を推進するなど、ビジネスの拡大を

図ってまいりました。また、シェアードサービス化の推進によりグループベースでのコスト削減によ

る収益性の向上等、グループ力の発揮に向けた取り組みを進めてまいりました。今後はさらに、ＩＴ

に関するトータルソリューションをグループでお客様へご提供できる強みを最大限に活かし、お客様

との取引の一層の深耕を図り、顧客基盤の強化を目指してまいります。 

  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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②新規ビジネスの拡大 

厳しいビジネス環境において、企業価値を向上し、安定的な成長を続けるためには、既存ビジネス

に加え、新規ビジネスの拡大が喫緊の課題だと認識しております。当グループでは、情報ソリューシ

ョン事業の再編によって新たにビジネスを開始したＪＢエンタープライズソリューション株式会社を

中心に、日本アイ・ビー・エム社との協業を一層強化し、新規のお客様の獲得に向けてビジネスを進

めてまいります。また、今後も成長が見込まれるシステム・ディストリビューション事業において

は、引き続き新規ビジネスパートナー様の開拓に努めてまいります。 

  

③収益性の向上 

情報サービス産業における厳しい競争を勝ち抜き、企業価値を増大させるためには、収益性の高い

ビジネスに取り組むことが欠くことのできない課題であります。当グループは、とりわけ当グループ

独自のパッケージソフトウェアである「ＪＢソフトウェア」に引き続き注力し、市場のニーズを活か

した製品ラインアップの拡充および機能強化により、ビジネスの拡大に努めてまいります。また、Ｅ

ＲＰビジネスについても、これまでの豊富な経験と実績をベースに、お客様の業種や規模に応じた製

品を取り揃えることにより、付加価値の高いソリューションをお客様へご提供してまいります。 

  

④業務改革の推進 

世界的な景気低迷による業績悪化から、お客様のＩＴ投資が縮小傾向で推移することが予測される

なか、生産性の改善やコストの削減に継続して取り組む必要があると考えております。当グループで

は、「商品販売業務改善」「サービス管理業務改善」「経営管理改善」および「新業務プロセス設

計」を業務改革テーマとして掲げ、業務生産性の向上を図るとともに、企業体質の強化を目指してま

いります。 

  

該当事項はありません。 

(5) その他、会社の経営上重要な事項
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4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】 

(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 7,888 7,553 

受取手形及び売掛金 19,097 15,260 

たな卸資産 4,917 － 

商品及び製品 － 2,651 

仕掛品 － 839 

原材料及び貯蔵品 － 1,135 

繰延税金資産 1,383 1,410 

その他 1,686 1,310 

貸倒引当金 △68 △87 

流動資産合計 34,905 30,073 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物 ※2 1,832 ※2 1,831 

減価償却累計額 △1,021 △1,096 

建物及び構築物（純額） 811 734 

工具、器具及び備品 978 976 

減価償却累計額 △810 △791 

工具、器具及び備品（純額） 167 184 

土地 ※2 690 ※2 690 

リース資産 － 195 

減価償却累計額 － △21 

リース資産（純額） － 174 

建設仮勘定 3 4 

その他 10 10 

減価償却累計額 △8 △9 

その他（純額） 1 0 

有形固定資産合計 1,675 1,790 

無形固定資産 

のれん 943 722 

リース資産 － 34 

その他 455 379 

無形固定資産合計 1,398 1,135 

投資その他の資産 

投資有価証券 ※1 1,028 ※1 1,038 

長期貸付金 16 12 

敷金及び保証金 1,592 1,566 

繰延税金資産 2,444 2,631 

その他 283 491 

貸倒引当金 △122 △352 

投資その他の資産合計 5,241 5,389 

固定資産合計 8,315 8,315 

資産合計 43,221 38,389 
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(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部 

流動負債 

支払手形及び買掛金 14,165 10,790 

短期借入金 ※2, ※3 1,390 ※2, ※3 1,088 

リース債務 － 63 

未払金 1,197 1,225 

未払費用 2,276 2,286 

未払法人税等 1,330 745 

販売等奨励引当金 104 35 

その他 2,210 1,885 

流動負債合計 22,675 18,121 

固定負債 

長期借入金 ※2 171 － 

リース債務 － 149 

繰延税金負債 20 19 

退職給付引当金 5,435 5,721 

その他 3 19 

固定負債合計 5,630 5,910 

負債合計 28,305 24,031 

純資産の部 

株主資本 

資本金 4,687 4,687 

資本剰余金 4,760 4,760 

利益剰余金 7,834 6,396 

自己株式 △2,299 △1,285 

株主資本合計 14,982 14,558 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 △65 △201 

為替換算調整勘定 △1 0 

評価・換算差額等合計 △66 △200 

純資産合計 14,915 14,357 

負債純資産合計 43,221 38,389 
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(2)【連結損益計算書】 

(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

売上高 98,958 92,541 

売上原価 80,318 74,766 

売上総利益 18,640 17,774 

販売費及び一般管理費 

給料 5,674 6,038 

賞与 1,940 1,757 

退職給付費用 416 516 

貸倒引当金繰入額 41 54 

販売等奨励引当金繰入額 64 15 

研究開発費 ※1 321 ※1 297 

その他 6,741 6,468 

販売費及び一般管理費合計 15,199 15,148 

営業利益 3,440 2,626 

営業外収益 

受取利息 13 15 

受取配当金 21 25 

受取事務手数料 7 9 

受取保険料 7 3 

為替差益 10 － 

還付加算金 11 3 

貸倒引当金戻入額 － 13 

雑収入 28 21 

営業外収益合計 101 92 

営業外費用 

支払利息 18 17 

支払手数料 20 22 

リース解約損 1 3 

貸倒引当金繰入額 6 0 

自己株式取得費用 11 11 

雑損失 9 6 

営業外費用合計 66 62 

経常利益 3,475 2,656 

特別利益 

会員権売却益 2 9 

投資有価証券売却益 203 1 

その他 1 0 

特別利益合計 207 10 
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(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

特別損失 

貸倒引当金繰入額 － 216 

事務所移転費用 － 72 

投資有価証券評価損 242 54 

リース解約損 － 30 

会員権評価損 3 29 

固定資産除却損 ※2 14 ※2 8 

その他 7 0 

特別損失合計 268 412 

税金等調整前当期純利益 3,414 2,254 

法人税、住民税及び事業税 1,766 1,291 

法人税等調整額 △41 △122 

法人税等合計 1,724 1,168 

当期純利益 1,689 1,085 
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

株主資本 

資本金 

前期末残高 4,687 4,687 

当期末残高 4,687 4,687 

資本剰余金 

前期末残高 4,760 4,760 

当期末残高 4,760 4,760 

利益剰余金 

前期末残高 6,713 7,834 

当期変動額 

剰余金の配当 △534 △563 

当期純利益 1,689 1,085 

自己株式の処分 △34 － 

自己株式の消却 － △1,959 

当期変動額合計 1,120 △1,437 

当期末残高 7,834 6,396 

自己株式 

前期末残高 △1,515 △2,299 

当期変動額 

自己株式の取得 △877 △945 

自己株式の処分 93 － 

自己株式の消却 － 1,959 

当期変動額合計 △784 1,013 

当期末残高 △2,299 △1,285 

株主資本合計 

前期末残高 14,646 14,982 

当期変動額 

剰余金の配当 △534 △563 

当期純利益 1,689 1,085 

自己株式の取得 △877 △945 

自己株式の処分 58 － 

自己株式の消却 － － 

当期変動額合計 336 △424 

当期末残高 14,982 14,558 
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(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

前期末残高 65 △65 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

△131 △135 

当期変動額合計 △131 △135 

当期末残高 △65 △201 

為替換算調整勘定 

前期末残高 0 △1 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

△1 1 

当期変動額合計 △1 1 

当期末残高 △1 0 

評価・換算差額等合計 

前期末残高 65 △66 

当期変動額 

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

△132 △133 

当期変動額合計 △132 △133 

当期末残高 △66 △200 

純資産合計 

前期末残高 14,712 14,915 

当期変動額 

剰余金の配当 △534 △563 

当期純利益 1,689 1,085 

自己株式の取得 △877 △945 

自己株式の処分 58 － 

自己株式の消却 － － 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △132 △133 

当期変動額合計 203 △557 

当期末残高 14,915 14,357 
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益 3,414 2,254 

減価償却費 373 340 

のれん償却額 227 221 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 32 248 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 320 286 

受取利息及び受取配当金 △35 △40 

支払利息 18 17 

支払手数料 20 22 

固定資産除却損 14 8 

会員権売却損益（△は益） △2 △9 

会員権評価損 3 29 

投資有価証券売却損益（△は益） △203 △1 

投資有価証券評価損益（△は益） 242 54 

移転費用 － 72 

売上債権の増減額（△は増加） △821 3,857 

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,394 291 

未収入金の増減額（△は増加） 0 △48 

仕入債務の増減額（△は減少） 1,202 △3,351 

未払金の増減額（△は減少） △22 △20 

未払費用の増減額（△は減少） △72 △36 

その他 △101 △263 

小計 6,006 3,933 

利息及び配当金の受取額 30 35 

利息の支払額 △18 △18 

手数料の支払額 △24 △26 

法人税等の支払額 △1,716 △1,845 

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,277 2,079 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △127 △87 

有形固定資産の売却による収入 0 － 

無形固定資産の取得による支出 △135 △62 

無形固定資産の売却による収入 － 2 

敷金及び保証金の差入による支出 △18 △177 

敷金及び保証金の回収による収入 32 204 

投資有価証券の取得による支出 △132 △297 

投資有価証券の売却による収入 241 6 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入 

※2 183 － 

その他 △49 △0 

投資活動によるキャッシュ・フロー △6 △411 

∏╒⌂℮₉└₧₰╦ 8778 ι 10



(単位：百万円) 

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入れによる収入 1,030 358 

短期借入金の返済による支出 △293 △812 

長期借入金の返済による支出 △23 △19 

自己株式の売却による収入 58 － 

自己株式の取得による支出 △877 △945 

配当金の支払額 △534 △563 

リース債務の返済による支出 － △21 

その他 △0 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー △639 △2,004 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 1 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,629 △335 

現金及び現金同等物の期首残高 4,259 7,888 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 7,888 ※1 7,553 
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該当事項はありません。 

  

  

  

 
  

(5)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

１ 連結の範囲に関

する事項

(1) 連結子会社の数 13社

日本ビジネスコンピューター株式会

社

ＮＳＩＳＳ株式会社

株式会社シーアイエス

株式会社ソルネット

ＪＢサービス株式会社

株式会社ジェイビーシーシー・テク

ニカル・サービス

ジェイ・ビー・ディー・ケー株式会

社

株式会社イグアス

サプライバンク株式会社

株式会社アプティ

APTI HONG KONG LIMITED

Ｃ＆Ｃビジネスサービス株式会社

関西データサービス株式会社

平成19年４月２日に、当社の100％子会

社である日本ビジネスコンピューター株

式会社のサービス事業部門が所管する事

業を会社分割し「ＪＢサービス株式会

社」を新たに設立し、当連結会計年度よ

り連結子会社といたしました。 

 株式会社ソルネットは平成19年11月１

日に株式の取得を行い子会社となったた

め、当連結会計年度より連結子会社とい

たしました。 

 また、株式会社アプティは平成20年４

月１日付でＪＢアドバンスト・テクノロ

ジー株式会社へ社名変更いたしました。 

なお、非連結子会社はありません。

(1) 連結子会社の数 12社

日本ビジネスコンピューター株式会

社

ＮＳＩＳＳ株式会社

株式会社シーアイエス

株式会社ソルネット

ＪＢサービス株式会社

株式会社ジェイビーシーシー・テク

ニカル・サービス

捷報（大連）信息技術有限公司

株式会社イグアス

ＪＢアドバンスト・テクノロジー株

式会社

APTI HONG KONG LIMITED

Ｃ＆Ｃビジネスサービス株式会社

関西データサービス株式会社

捷報（大連）信息技術有限公司は、平

成20年11月11日に新たに設立し、当連結

会計年度より連結子会社となりました。

また、サプライバンク株式会社は平成

20年10月１日付で、当社の連結子会社で

ある株式会社イグアスに吸収合併された

ため、ジェイ・ビー・ディー・ケー株式

会社は、当連結会計年度において清算結

了したため、それぞれ連結の範囲から除

外しております。

また、ＮＳＩＳＳ株式会社は平成21年

４月１日付でＪＢエンタープライズソリ

ューション株式会社へ社名変更いたしま

した。 

なお、非連結子会社はありません。

２ 持分法の適用に

関する事項

持分法を適用しない関連会社の名称

 アイマガジン株式会社

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、当期純利益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性がない

ため、持分法の適用から除外しており

ます。

同左

３ 連結子会社の事

業年度等に関す

る事項

連結子会社の決算日と連結決算日とは

一致しております。

 連結子会社のうち、捷報（大連）信息

技術有限公司の決算日は12月31日であり

ます。連結財務諸表の作成にあたって

は、同日現在の財務諸表を使用し、連結

決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

 また、その他の連結子会社の決算日と

連結決算日は一致しております。
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項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

４ 会計処理基準に

関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

……決算日の市場価格等に基づく

時価法

(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

……移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

② たな卸資産

 
  
 
 

商品、半製品、原材料

……主として移動平均法による原

価法

② たな卸資産

 評価基準は原価法（収益性による

簿価切下げの方法）によっておりま

す。

商品、半製品、原材料

……主として移動平均法

製品、仕掛品

……総平均法による原価法(但

し、ソフトウエア仕掛品は個

別法による原価法)

製品、仕掛品

……総平均法（但し、ソフトウエ

ア仕掛品は個別法）

貯蔵品

……最終仕入原価法による原価法

貯蔵品

……最終仕入原価法

（会計方針の変更）

当連結会計年度より、「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成18年７月５日公表分 企業会

計基準第９号）を適用しております。こ

れによる損益に与える影響は軽微であり

ます。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

① 有形固定資産

(ｉ)建物及び構築物

定率法を採用しております。耐用

年数は３年から47年であります。

なお、平成10年４月１日以降に取

得した建物(附属設備を除く)につい

ては、定額法を採用しております。

(ⅱ)工具、器具及び備品

定率法を採用しております。耐用

年数は２年から20年であります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

① 有形固定資産（リース資産を除

く）

(ｉ)建物及び構築物

定率法を採用しております。耐用

年数は２年から47年であります。

なお、平成10年４月１日以降に取

得した建物(附属設備を除く)につい

ては、定額法を採用しております。

(ⅱ)工具、器具及び備品

定率法を採用しております。耐用

年数は２年から20年であります。

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当連結会計

年度より平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産については、改

正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。これに伴

い、従来の方法によった場合に比

べ、営業利益、経常利益、及び税金

等調整前当期純利益はそれぞれ11百

万円減少しております。
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項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

（追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得価額の５％に

到達した連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上しております。

これに伴い、従来の方法によった場合に

比べ、営業利益、経常利益、及び税金等

調整前当期純利益はそれぞれ４百万円減

少しております。

② 無形固定資産

定額法を採用しております。  

 なお、自社利用ソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用可能

期間（５年以内）に基づく定額法、

市場販売目的ソフトウェアについて

は、見込有効期間（３年以内）に基

づく償却額と見込販売数量に基づく

償却額のいずれか大きい額により償

却しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除

く）
同左

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用してお

ります。なお、リース取引開始日が

企業会計基準第13号「リース取引に

関する会計基準」の適用初年度開始

前のリース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。
（会計方針の変更）

所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりまし

たが、当連結会計年度より「リース取引

に関する会計基準」（企業会計基準第13

号（平成５年６月17日（企業会計審議会

第一部会）、平成19年３月30日改正））

及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協

会 会計制度委員会）平成19年３月30日

改正））を適用しております。これによ

る損益に与える影響は軽微であります。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

② 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務から年金資産と未認識数理計算

上の差異及び未認識過去勤務債務を

控除した額を計上しております。

過去勤務債務は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法

により費用処理することとしており

ます。

数理計算上の差異は、各期の発生

時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（1～10年）によ

る定額法により、その発生連結会計

年度または翌連結会計年度から費用

処理することとしております。

当社及び連結子会社の一部は退職

一時金制度の他に、確定拠出年金制

度を採用し、連結子会社の一部は適

格退職年金制度を採用しておりま

す。また退職者に係る閉鎖型適格退

職年金制度が当社の契約として残っ

ております。確定拠出年金制度につ

いては、要拠出額をもって費用処理

しております。

② 退職給付引当金

同左

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

───

(5) その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(5) その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資

産及び負債の評

価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

については、全面時価評価法を採用して

おります。

同左

６ のれん及び負の

のれんの償却に

関する事項

のれんの償却については、５年から10

年間の均等償却を行っております。

同左

７  連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フロー計算

書における資金

の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

同左
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(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、営業外収益の「雑収入」

に含めて表示しておりました「為替差益」（前連結会

計年度２百万円）については、営業外収益の100分の

10超となったため、当連結会計年度より区分掲記して

おります。

また、営業外費用の「雑損失」に含めて表示してお

りました「自己株式取得手数料」（前連結会計年度４

百万円）については、営業外費用の100分の10超とな

ったため、当連結会計年度より区分掲記しておりま

す。

（連結貸借対照表）

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

20年８月７日内閣府令第50号）が適用になることに伴

い、前連結会計年度において、「たな卸資産」として

掲記されていたものは、当連結会計年度から「商品及

び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記

しております。

なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」

は、それぞれ2,676百万円、914百万円、1,326百万円で

あります。
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(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(平成21年３月31日)

 

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

投資有価証券(株式) ７百万円
 

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

投資有価証券(株式) ７百万円

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 83百万円

土地 452

担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 500百万円

長期借入金 171

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 74百万円

土地 402

担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 648百万円

 

※３ 取引銀行と当座貸越契約を締結しております。

この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行

残高は次の通りであります。

当座貸越極度額の総額 10,950百万円

借入実行残高 1,330

借入未実行残高 9,620
 

 

※３ 取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント

ライン契約を締結しております。

これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実

行残高は次の通りであります。

当座貸越極度額及び貸出コ
ミットメントの総額

12,500百万円

借入実行残高 1,088

借入未実行残高 11,412

 ４ 偶発債務

従業員の金融機関からの借入金に対して、２百万

円の債務保証を行っております。

また、役職員ストックオプション向け銀行ローン

について、14百万円の債務保証を行っております。

 ４ 偶発債務

従業員の金融機関からの借入金に対して、１百万

円の債務保証を行っております。

また、役職員ストックオプション向け銀行ローン

について、６百万円の債務保証を行っております。

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開
発費   321百万円

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開
発費   297百万円

 

※２ 固定資産除却損の内容は以下の通りでありま
す。

建物 2百万円

工具、器具及び備品 1

ソフトウェア 10

その他無形固定資産 0

  計 14百万円
 

※２ 固定資産除却損の内容は以下の通りでありま
す。

建物 0百万円

工具、器具及び備品 2

ソフトウェア 5

 計 8百万円
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(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 取締役会決議に基づく市場買付による増加                   933,400株 

 単元未満株式の買取りによる増加                                       272株 

減少数の内訳は、次の通りであります。 

 ストックオプション制度の権利行使による減少                            84,500株 

  

 
  

 
  

   

(変動事由の概要)  

減少数は、取締役会決議に基づく自己株式の消却であります。 

  

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 取締役会決議に基づく市場買付による増加                 1,313,200株 

 単元未満株式の買取りによる増加                                       494株 

減少数は、取締役会決議に基づく自己株式の消却であります。 

  

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 21,711,543 ─ ─ 21,711,543

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,375,033 933,672 84,500 2,224,205

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年４月26日
取締役会

普通株式 254 12.50 平成19年３月31日 平成19年６月15日

平成19年10月29日 
取締役会

普通株式 280 14.00 平成19年９月30日 平成19年12月４日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年４月30日
取締役会

普通株式 利益剰余金 272 14.00 平成20年３月31日 平成20年６月18日

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 21,711,543 ─ 2,000,000 19,711,543

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,224,205 1,313,694 2,000,000 1,537,899
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３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年４月30日
取締役会

普通株式 272 14.00 平成20年３月31日 平成20年６月18日

平成20年10月30日 
取締役会

普通株式 290 15.00 平成20年９月30日 平成20年12月１日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年５月15日
取締役会

普通株式 利益剰余金 272 15.00 平成21年３月31日 平成21年６月18日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係

「現金及び現金同等物」の期末残高と連結貸借対

照表に記載されている「現金及び預金」勘定は一致

しております。

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係

同左

 

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会
社の資産及び負債の主な内訳

   株式の取得により新たに株式会社ソルネットを連

結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳

並びに株式の取得価額と取得による収入(純額)との

関係は次のとおりであります。

流動資産 1,094百万円

固定資産 795

のれん 0

流動負債 △ 1,586

固定負債 △     4

株式の取得価額 300

現金及び現金同等物 △   483

差引：株式取得による収入 183

※２         ─────
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当社及び連結子会社は、コンピューターの販売及びそれに付帯するサービスの提供を行っており

当該事業の売上高及び営業利益はいずれも全事業の合計の90％を超えるため、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

  

当社及び連結子会社は、コンピューターの販売及びそれに付帯するサービスの提供を行っており

当該事業の売上高及び営業利益はいずれも全事業の合計の90％を超えるため、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

  

  

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産に占める本邦の売上高の割合は、いずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載は省略しております。 

  

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産に占める本邦の売上高の割合は、いずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載は省略しております。 

  

  

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

  

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

２ 所在地別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

３ 海外売上高

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）
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(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(平成21年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳は、次の通りであります。

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳は、次の通りであります。

繰延税金資産

 退職給付引当金 2,232百万円

 未払費用 929

 減価償却費 177

 たな卸資産 236

 未払事業税 101

 連結会社間取引によるたな卸資産
 ・固定資産の内部未実現利益

58

 子会社土地評価差額 48

 投資有価証券 43

 会員権 21

 その他 234

繰延税金資産小計 4,083

評価性引当額 △ 225

繰延税金資産合計 3,858百万円

繰延税金負債

 固定資産圧縮積立金 △  39百万円

 その他有価証券評価差額金 △  11

繰延税金負債合計 △  50

繰延税金資産の純額 3,807百万円

繰延税金資産

退職給付引当金 2,343百万円

未払費用 836

減価償却費 107

たな卸資産 351

未払事業税 64

連結会社間取引によるたな卸資産
・固定資産の内部未実現利益

54

子会社土地評価差額 48

投資有価証券 42

会員権 33

その他有価証券評価差額金 81

その他 242

繰延税金資産小計 4,206

評価性引当額 △ 144

繰延税金資産合計 4,062百万円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △  39百万円

繰延税金負債合計 △  39

繰延税金資産の純額 4,022百万円

 

繰延税金資産の純額は連結貸借対照表の以下の項目に

含まれております。

流動資産－繰延税金資産 1,383百万円

固定資産－繰延税金資産 2,444

固定負債－繰延税金負債 20
 

繰延税金資産の純額は連結貸借対照表の以下の項目に

含まれております。

流動資産－繰延税金資産 1,410百万円

固定資産－繰延税金資産 2,631

固定負債－繰延税金負債 19

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主要な項目別内訳

は、次の通りであります。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主要な項目別内訳

は、次の通りであります。

 

法定実効税率 40.7％

(調整)

 住民税均等割 2.7

 税額控除 △ 0.2

 交際費等永久に損金に算入されない項目 4.1

 のれん償却額 2.7

 評価性引当額増加額 2.3

 その他 △ 1.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.5％
 

法定実効税率 40.7％

(調整)

住民税均等割 4.1

税額控除 △ 0.3

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.5

のれん償却額 3.9

評価性引当額減少額 △ 0.6

その他 △ 0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.9％
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